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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

刑事局政策所管部局

被害者等通知制度の適切な運用名 称

平成１５年においては，４４，４４２名から通知希望があり，７９，４５４
件の情報を通知した。評 価 の 概 要
本制度については，パンフレット及び法務省ホームページ上で被害者を始め
とする国民に対し説明をしている。
検察官等においては，取調べ等の際に被害者その他の刑事事件関係者に説明
し，通知希望者に対しては，通知することが相当でないと認めた場合を除き，
刑事事件の処分結果等の情報を通知している。

，今後も提供できる情報や通知方法などについて改善すべき点があれば検討し
刑事司法手続に対する被害者等を含めた国民の理解と信頼を得るため，本制度
の適切な運用をすることが必要である。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

犯罪被害者等事件処理結果等通知経費①事業等名：

７，００８②概算要求額（千円）：

各通知書の発送費用等③具体的内容

犯罪被害者用パンフレット作成経費①事業等名：

１２，５３７②概算要求額（千円）：

被害者等通知制度の概要等を掲載しているパンフレット印刷③具体的内容
製本費用等

該当なし(3) その他

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
引き続き被害者等通知制度の適切な運用に努める。

３．その他
該当なし

平成１４年度の評価結果を踏まえ，平成１６年１月から「通知希望者に通知備 考
しなかった数」について把握できるように統計方法を変更した。
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

刑事局政策所管部局

検察広報の積極的推進名 称

本施策につき，検察庁において，移動教室，出前教室，刑事裁判傍聴等を中
心に様々な検察広報活動が，小学生から一般に至る幅広い層に約４７０回実施評 価 の 概 要
され，参加人数も１万６，５００人以上と多数であった。
また，各種広報活動の対象者範囲を拡大するとともに，一層の積極的広報の
推進に関する方針の周知・徹底を図り，より一層の積極的な広報活動が行われ
た。

， ，さらには 検察庁ホームページの継続的運用や検察広報官の増設などにより
より効率的で効果的な検察広報活動が行われた。
以上のことから，基本目標及び達成目標はおおむね達成したと評価できる。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

該当なし(2) 予算措置を講じたもの

(3) その他

機構・定員要求

具体的内容
平成１７年度機構要求において，要求地方検察庁における検察広報官の増
設要求（さいたま，千葉，京都，高松各１）

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

刑事局政策所管部局

捜査における通訳の適正の確保名 称

通訳人セミナーを開催した結果，捜査に必要とされる知識，公平・中立な通
訳を行うための心構えが修得され，通訳人としての資質の向上に資することと評 価 の 概 要
なった。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

該当なし(2) 予算措置を講じたもの

(3) その他

平成１６年７月，(2)平成１６年４月～①取組を行った時期：(1)

②具体的内容
( ) 平成１６年度の通訳人セミナーにおいては，適正な通訳に資する情報の1
提供等をより一層充実させるため，検察官と通訳人との意見交換の時間を
増やしたほか，通訳人相互の情報交換の機会を設けた。
( ) セミナー後のアンケートに寄せられた「捜査通訳を行っていく上で参考2
になるような資料についての情報が欲しい」等の要望を踏まえ，捜査通訳
に関する各種情報を掲載するために試行していた通訳人ホームページの本
格運用を開始した。

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
平成１７年７月の通訳人セミナーまでに研修内容及びホームページの掲載内
容をより一層充実させることにより，通訳人支援の有効な方策とし，通訳の適
正な確保に資することとしたい。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

矯正局政策所管部局

矯正職員に対する研修の充実強化名 称

矯正施設で勤務する職員に，階層に応じたさまざまな研修を実施することに
より，すべての職員に対し，質の高い人権研修を付与する機会を与え，これに評 価 の 概 要
より職員の人権意識の向上が図られたものと評価できる。
今後は，職員の一層の人権意識の向上を図り，被収容者の人権を尊重した処
遇が行われるよう，行動科学的な視点を取り入れた実務に即した研修の導入な
ど，より効果的な研修の実施を推進する必要がある。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

人権研修体制の充実強化①事業等名：

２９，５６３千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
平成１６年度中に矯正研修所及び行刑施設において，行動科学的な視点を
取り入れた実務に即した研修（非暴力的危機介入法）をそれぞれ実施すると
ころ，その研修効果等を踏まえつつ，平成１７年度概算要求においても同研
修の拡充を図るために必要な経費を要求している。

(3) その他

通年①取組を行った時期：

②具体的内容
職員の一層の人権意識の向上を図り，受刑者の人権を尊重した処遇の実施
に資するため，行動科学的な視点を取り入れた実務に即した研修（非暴力的
危機介入法）を行刑施設に導入することを目指し，矯正研修所において同研
修のインストラクターを育成するなどの取組を行った。

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
矯正研修所支所（全国８か所）において，行刑施設の中間監督者に対し，
非暴力的危機介入法研修を実施するとともに，行刑施設においても，育成し
たインストラクターによる同様の自庁研修を実施する。
さらに，施設内での様々な事象をもとにしたロールプレイング等を内容と
する自庁研修用人権研修資料を作成し，全矯正施設に配布し，活用させるほ
か，矯正研修所及び同支所における新採用職員，中級幹部養成，上級幹部養
成のための研修に新規の医療関係科目を導入する。
これら研修の充実強化に取り組み，矯正施設に勤務する職員の一層の人権
意識の向上に努め，引き続き被収容者の人権を尊重した処遇の推進を図る。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

矯正局政策所管部局

矯正施設における職業教育の充実強化名 称

受刑者の出所後の就労に資すると考えられる資格，免許等については，前年
度を２８５名上回る２，２１４名（前年比１１４．８パーセント）が取得して評 価 の 概 要
おり，受刑者の改善更生や社会復帰に資していると評価できる。
今後は，引き続き労働需要に関する情報を収集・分析し，現下の過剰収容下
においても実施可能で就職に有利となる職業訓練種目の企画立案を行い，併せ
て，累犯受刑者の職業訓練受講機会の更なる拡大を図る必要がある。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

職業訓練実施経費①事業等名：

２４８，５５０千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
受刑者に対し，広く職業訓練の機会を与えるとともに，出所後の社会復帰
に資する職業的知識及び技能の付与並びに免許・資格の取得等を目的とした
職業訓練の実施に必要な経費について，平成１７年度の概算要求に盛り込ん
だ。

該当なし(3) その他

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
労働需要に関する情報を収集・分析し，現下の過剰収容下においても実施
可能であり，かつ，受刑者の出所後の就職に有利となるなど，円滑な社会復
帰に資する職業訓練種目の企画立案を行う。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

矯正局政策所管部局

矯正施設における教育活動の推進名 称

平成１６年度に各矯正施設における教育プログラムを整備することを目的と
して，平成１４年度から，矯正管区，矯正施設職員により「被害者の視点を取評 価 の 概 要
り入れた教育プログラム」の在り方について，調査研究を実施してきたところ
であるが，平成１５年度の調査・研究においては，行刑施設１６庁，少年施設
３庁において，対象者に応じたプログラムの在り方等についての調査･研究のと
りまとめを行った。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

被害者の視点を取り入れた教育の充実強化経費①事業等名：

３７，９５９千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容：
被害者の視点を取り入れた教育のプログラムを整備し，それを実効あるも
のとするための経費として，少年院において，犯罪被害者等を施設に招へい
するための経費，被害者感情理解用ビデオソフトの開発経費，指導職員養成
のための経費等について，平成１７年度の概算要求に盛り込んだ。

(3) その他

通年①取組を行った時期：

②具体的内容
平成１６年度は，平成１５年度に実施された，被害者の視点を取り入れた
教育プログラムに係る指導案，指導要領等の調査・研究の結果を踏まえ，矯

， 。 ，正局において 標準的な教育プログラムを作成する 各矯正施設においては
同プログラムを踏まえ，被収容者の特性等に応じた教育プログラムの整備を
行う。

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
調査・研究を踏まえ，平成１６年度以降は，矯正施設の教育プログラムの
整備を行うこととしている。
プログラム策定に係る今後の取組予定は以下のとおりである。
平成１６年１０月 プログラム骨子案の策定
平成１７年 ３月 「被害者の視点を取り入れた教育」に係る標準的な教

育プログラムの配布
各矯正施設における教育プログラムの整備

なお 今後 本年度矯正局において実施している 民間の有識者からなる 被， ， ， 「
害者の視点を取り入れた教育」研究会の成果を踏まえ，教育プログラムをより
充実させるために，一部計画等の見直しを行う予定である。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

保護局政策所管部局

更生保護活動の推進名 称
（基本目標１：保護観察対象者が改善更生する ）。
（達成目標１：保護観察処遇の充実強化を図る ）。
（達成目標２：保護観察対象者の就業を確保する ）。

＜達成目標１＞
( ) 分類処遇については，平成１５年度の調査の結果分析を材料として，１評 価 の 概 要 1
６年度に制度改正を行う予定である。類型別処遇については，覚せい剤事
犯対象者に対する簡易尿検査の実施を始めとする本制度の適切かつ有効な
活用を通じ，保護観察処遇の充実強化に努めていきたい。

， ，( ) 社会参加活動については 前年度と比較すると実施回数は８０回増加し2
保護観察対象者参加人数は１２人増加した。今後とも，保護観察対象者の
特性や地域の実情等に応じた活動先の開拓，活動内容の多様化等を積極的
に行うとともに，その実施方法，参加者の選定等についてさらに工夫をす
る必要がある。
( ) 各種集団処遇については，それぞれ一定の処遇効果が期待できることか3
ら，今後，実施事例に係る情報の蓄積と共有を図りつつ，その充実に向け
た方策を検討していく必要がある。

＜達成目標２＞
( ) 平成１５年に保護観察を終了した者に占める無職者の割合は，１４年と1
比較するとほとんど変化がなく，依然として保護観察対象者の就業は厳し
い状況にある。今後も保護観察対象者の就業の確保に資するために，より
有効な就労指導の方法について検討していく必要がある。
( ) 全国の協力雇用主数は平成１６年４月１日現在でみると，前年同時期に2
比べ，４９７事業者増加している。また，被雇用者数は１５４人増加して
おり、広報活動による一定の成果が上がっていると言える。今後とも新規
協力雇用主の確保に努めるとともに，既存の協力雇用主に対しても，保護
観察対象者の雇用促進について一層の協力を求めていく必要がある。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの
＜達成目標１＞

保護観察処遇の充実強化①事業等名：

平成１７年度概算要求額 ４３２，３４３千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
処遇困難な保護観察対象者に対し，保護観察官による処遇場面への積極的
関与を促進する。
平成１７年度概算要求では，類型別処遇の一環として，覚せい剤の再使用
を確実に防止するため，覚せい剤事犯者に対して定期的に尿検査を実施する
ための経費を昨年に引き続き要求している。

社会参加活動・各種集団処遇の積極的実施①事業等名：

平成１７年度概算要求額 ５０，８６７千円②概算要求額（千円 ：）

③具体的内容
主に少年の保護観察対象者に対し，社会常識の会得，自信の回復，集団に
おける健全なコミュニケーションの学習等を目的とした奉仕活動，自然体験
活動，スポーツ活動等の社会参加活動を実施し，保護観察対象者が抱える問
題の改善を図る。
このほか，アルコールや薬物等の特定の問題を抱える保護観察対象者も多
いことから，それぞれの問題性に即して各種集団処遇等を実施する。
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＜達成目標２＞

保護観察対象者の就業の確保①事業等名：

平成１７年度概算要求額 １３，４２２千円②概算要求額（千円 ：）

③具体的内容
Social Skills犯罪や非行をした者に対し，社会生活技能訓練（ＳＳＴ：

）等の処遇技法を用いて，対人能力や社会適応能力の向上を目的としTraining
た就労指導を行う。

協力雇用主の確保等①事業等名：

平成１７年度概算要求額 ５，９６５千円②概算要求額（千円 ：）

③具体的内容
犯罪や非行をした者の就業について理解のある協力雇用主を新規に開拓す
るほか，協力雇用主として必要な知識等を修得するための研修を行う。

(3) その他
＜達成目標１＞

平成１６年５月①取組を行った時期：

②具体的内容
保護司向けの研修誌「更生保護」において覚せい剤事犯対象者に対する簡
易尿検査を特集として取り上げた。

機構・定員要求

具体的内容
， ，平成１７年度定員要求において 薬物事犯者再犯防止対策を強化するため

保護観察官９人の増員を要求している。

＜達成目標２＞

通年①取組を行った時期：

②具体的内容
協力雇用主の確保のため 「社会を明るくする運動」強調月間の７月を中，
心に広報を行った。

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
＜達成目標１＞
○平成１６年度に分類処遇制度の改正を行う予定である。
○保護観察所観察課長等会同において 「簡易尿検査を活用した保護観察処遇，
を充実させるために配意すべき事項」や「社会参加活動を活用した保護観察
処遇の充実を図るための方策」について協議を行う予定 （平成１６年１０。
月）
＜達成目標２＞
○今後も協力雇用主の確保のため，広報を続けていく。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

保護局政策所管部局

更生保護活動の推進名 称
（基本目標２：保護司制度がより活性化される ）。
（達成目標：保護司を幅広く確保し，研修を充実させる ）。

保護司定数の充足率は前年比０．６％減の９４．１％，女性保護司の割合は
前年比０．３％増の２４．９％となっている。保護司平均年齢は６３．３歳，評 価 の 概 要
６０歳以上は６９．３％と，依然として年齢層が高い状況にある。
いわゆる保護司定年制を原則として実施するなど保護司の高齢化の抑制に取
り組んできたが，今後とも，同制度を完全実施したことに伴う保護司の退任を
も踏まえ，若年層からの保護司を確保する取組を進める必要がある。
保護司を適正に確保するために，保護司についての社会一般の理解を得るべ
く取組を進めるとともに，その確保に当たっては，地方公共団体を始め関係機
関・団体との一層の連携強化が必要である。
さらに，保護司に対する研修については，保護観察処遇に直結する実践的な
研修内容や研修教材となるよう考慮したが，引き続き社会情勢や対象者の資質
の変化等に適切に対応するものとなるよう，その充実化を図る必要がある。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

①事業等名：保護司の適正な確保

平成１７年度概算要求額 １，２０８千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
保護司適任者を確保するため，①保護司候補者の確保に協力を得ることが
可能な関係機関・団体に保護観察職員が赴き，保護司制度についての説明と
保護司候補者開拓についての協力依頼を行うとともに，②保護司候補者に対

， 。して法制度 保護司活動に対するサポート体制等について詳細な説明を行う

①事業等名：保護司研修の充実

平成１７年度概算要求額 ５１１，８４１千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
保護司に対し，その資質や処遇能力の向上を目指した研修を行う。特に，

，新任保護司が即戦力として実践的な処遇が行えるようにするための研修経費
近時増加している処遇困難な事件に適切に対応できるようにするためのケー
ス研究会開催経費などを要求している。

(3) その他

通年①取組を行った時期：

②具体的内容
“社会を明るくする運動”の一環として，各地で保護司会が中心となって
保護司制度や保護司活動の紹介をするなど社会一般への広報に努めた。
また 「地方保護司連盟及び都道府県保護司会連合会会長等協議会」を始，
め各種会同等において，保護司充足率等の現況について情報提供を行うなど
し，保護司組織と一体となり取組を進めている。
各保護観察所において，保護司のニーズに合わせた研修テーマを選定した
り，保護司の経験年数に応じた研修を実施するなど実践的な研修を実施して
いる。また，保護司向けの研修教材として『更生保護』誌（月刊）等を作成
し，全保護司に配布している。

２．今後の予定
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(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
今後も各保護観察所において保護司組織と相互に協力し，広報活動を実施
していくとともに，地方自治体や地域のボランティア団体等との連携を強化
して，幅広い層からの保護司適任者の開拓に努めたい。
また，各保護観察所における保護司研修を引き続き実施するとともに 『更，
生保護』誌を始めとする各種研修教材を作成し，保護司による更生保護活動の
一層の推進を図る。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

保護局政策所管部局

更生保護活動の推進名 称
（基本目標３：犯罪予防活動を助長する ）。
（達成目標１： 社会を明るくする運動”への参加を促進させる ）“ 。
（達成目標２：更生保護ボランティア団体の活動を促進する ）。

＜達成目標１＞
全国における“社会を明るくする運動”実施委員会を構成する機関・団体数評 価 の 概 要
は，既に相当数に達しているが，学校を始め，更に幅広く地域の関係機関・団

， ， ，体と連携し 広報活動を充実することにより 本運動の一層の普及浸透を図り
犯罪予防活動を助長する必要がある。

＜達成目標２＞
( ) 各更生保護ボランティア団体においては，多彩で幅広い活動が展開された1
が，今後も各団体の自発性・自主性を尊重しながら，その活動の一層の活性化
が図られるよう，研修・協議会の開催等の支援を行う必要がある。
( ) 地域社会の絆の弱まりなどを背景に，新規会員の獲得が困難化しているこ2
とから，効果的な広報活動，具体的な活動内容等について助言し，組織の充実
に向けた支援を行っていく。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの
＜達成目標１＞

“社会を明るくする運動”への参加の促進①事業等名：

平成１７年度概算要求額 １３，９９０千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
“社会を明るくする運動”の重点目標等の地区実施委員会への周知や“社
会を明るくする運動”を効果的に展開するための広報資材の作成・配布を行
う。
＜達成目標２＞

更生保護ボランティア団体の活動の促進①事業等名：

平成１７年度概算要求額 ９，７６７千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
更生保護女性会員，ＢＢＳ会員等の更生保護ボランティア団体の活動を支
援するため，研修・協議会等を開催する。

(3) その他
＜達成目標１＞

常時①取組を行った時期：

②具体的内容
全国誌等への関係記事・論説の掲載，法務省ホームページにおける広報，
中央行事の実施を始めとする各種広報活動に取り組んでいる。
＜達成目標２＞

常時①取組を行った時期：

②具体的内容
○更生保護女性会，ＢＢＳ会が行う各種活動の企画・運営に関する支援，
具体的な活動内容・効果的な広報活動及び活動に必要な知識等の情報提供等
○各地で実施されている先駆的・効果的な活動例の広報
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２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
引き続き，上記１のとおりの取組を行っていく。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

保護局政策所管部局

更生保護活動の推進名 称
（基本目標４：更生保護施設における犯罪前歴者等の社会復帰を促進する ）。
（達成目標：築後おおむね２０年以上経過し，老朽化が進んだ更生保護施設
について，順次改築・補修する ）。

平成 年度に更生保護施設整備事業の実施を予定した４施設（全面改築２施15
設，内外装の補修２施設）について，すべて予定した整備事業を完了した。当評 価 の 概 要
該施設においては，処遇施設としての整備が図られ，入所者の更生意欲及び処
遇効果の伸張にも資することが期待されている。
全国の更生保護施設には改築・補修を要する施設がなお多数あり，計画的な
整備を推進する。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

更生保護施設の整備①事業等名：

平成１７年度概算要求 ２２１，０００千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
平成１７年度に改築・補修を予定している５施設について，予算要求の措
置を講じた。
なお，平成１６年度においては，老朽化し，安全・衛生面等の理由から改
築・補修の緊急性が高い更生保護施設４施設（全面改築２施設，内外装の補
修２施設）について整備事業を進めている。

該当なし(3) その他

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
引き続き，全国の更生保護施設のうち，改築・補修の緊急性が高い更生保
護施設について，その計画的な整備を推進していく。併せて，地域に開かれ
た更生保護施設づくりを進める一環として，入所者と地域住民との交流を図
るめの集会室の整備や，高齢者や身体障害者など多様な入所者への対応につ
いても検討を進めていく。

３．その他
該当なし

備 考
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評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

公安調査庁政策所管部局

「破壊活動防止法」及び「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する名 称
法律」に基づく公共の安全の確保に寄与するための業務の実施
（基本目標：オウム真理教の活動状況を明らかにすることにより公共の安全の
確保に寄与する ）。

立入検査など観察処分の実施により，教団が麻原の絶対的ともいえる影響力
の下，危険な教義を保持している事実や，巧妙な手法で組織拡大を図ろうとし評 価 の 概 要
ている事実など教団の活動実態を相当程度解明し，教団が依然として無差別大
量殺人行為に及ぶ危険性があることを明らかにした。
一方，教団施設が所在する地方公共団体においては，依然として観察処分に
期待が寄せられており，引き続き，観察処分により，その期待に応えていく必
要性があると考えている。

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

オウム真理教調査の充実・強化経費①事業等名：

７０，８００千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
教団は，依然として無差別大量殺人行為に及ぶ危険性を保持している上，
特に，平成１５年１０月に指導体制を刷新した後は，麻原への求心力を高め
る方策を講じているとみられ，今後の教団をとりまく情勢如何によっては，
麻原を盲信する信徒らによる不法事犯の惹起が懸念される。このような現状

， 。を踏まえ 教団の動向を明らかにするための調査をより一層充実・強化する
平成１７年度概算要求では，
イ 教団枢要施設に対する厳正な立入検査を実施するための経費
ロ 教団の実態解明のための調査用機材の整備経費
ハ 教団の海外における活動状況を解明するための職員の海外派遣旅費
などを要求している。

該当なし(3) その他

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」附則２項で，同法
律の施行日から起算して５年ごとに，同法律の施行状況について検討を加え，
その結果に基づいて見直しを行うものとされていることに基づき，平成１６年
１２月をめどに同法律の見直しを行う。

(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
教団については，将来無差別大量殺人行為に及ぶ危険性がある上，関係地方
公共団体からも，厳正な観察処分の実施が期待されていることから，引き続き
「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」に基づく調査及び観
察処分の実施に全力で取り組むとともに，関係地方公共団体の長からの情報提
供の請求に対しては，可能な範囲で迅速・詳細に調査結果を提供していく。

該当なし３．その他

備 考



- 21 -

評価結果の政策への反映状況報告書
平成１６年９月１日現在

公安調査庁政策所管部局

「破壊活動防止法」及び「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する名 称
法律」に基づく公共の安全の確保に寄与するための業務の実施
（基本目標：内外情勢に関する調査を通じて得られた公共の安全の確保に関す
る情報を政府機関に適切に提供する ）。

国際テロや北朝鮮問題などに関して収集・分析した情報については，関係機
関に迅速・適時に提報し，提報先から一定の評価を得た。評 価 の 概 要
しかし，これらの問題については，把握・解明すべき課題は多数あり，公安
調査庁として，我が国の治安の維持と安全の確保のために，より一層の貢献を

， ， 。果たすためには 調査力を質的にも量的にも 一段と充実強化する必要がある

１．これまでに講じた措置の内容及び時期
評価結果に基

該当なしづく措置状況 (1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じたもの

(2) 予算措置を講じたもの

朝鮮総聯・北朝鮮関連情報収集強化経費①事業等名：

１２０，２４６千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
北朝鮮情勢が依然として不透明な情勢下にあって，我が国の対北朝鮮政策
を時宜的確なものとするため，北朝鮮及び朝鮮総聯の動向に関する情報を関
係機関に時宜に応じて提供することが必要であり，そのための情報収集・分
析体制をより一層強化する。
平成１７年度概算要求では，
イ 朝鮮総聯等に対する調査旅費
ロ 朝鮮総聯等に対する調査用機材の整備経費
などを要求している。

国際テロ動向調査の充実・強化経費①事業等名：

９７，２８８千円②概算要求額（千円）：

③具体的内容
我が国内外を問わず，我が国権益・邦人に対するテロ攻撃の可能性が高ま
っている情勢下で，テロの未然防止と関係機関への迅速・的確な情報提供の
， 。ため 国際テロ組織等に関する情報収集・分析体制をより一層充実強化する
平成１７年度概算要求では，
イ 諸外国関係機関との連携強化経費
ロ 国際テロ組織等に対する調査経費
ハ 国際テロ組織等に対する調査用機材の整備経費
ニ 新たな情報入手手段の構築経費
などを要求している。

(3) その他

機構・定員要求

具体的内容
平成１７年度機構定員要求において，国際テロ調査体制の強化のため，官
職の新設及び４０名の増員を要求している。

２．今後の予定

(1) 法令の立案制定・改廃の措置を講じる予定のもの（具体的内容・取組予定時期）
該当なし
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(2) その他（具体的内容・取組予定時期）
， ，国際テロや北朝鮮問題といった 我が国の危機管理上喫緊の課題に関しては

今後も，迅速かつ適時に関係機関に情報提供していくことが重要であり，その
ためには，情報資源の効果的かつ効率的な活用を図るとともに，情勢の変化に
即応できる機動的な調査体制や手法の構築，調査官個々の資質を高めるなど，
調査力を総合的に向上させる取組を継続的に行っていく。

３．その他
該当なし

備 考


